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　　　　ンターネットで公開し，一般の方からの意見

　　　　を募りたい．

電子情報…2001年10月1～31日の気象学会ホーム

　　　　ページのアクセス状況（82，180件）

4　会員の新規加入などについて

　　新入会員17名を承認，退会2名．11月5日現在，

会員数4，655名（内，通常会員4，107名）．

5　2002年度事業計画（案）について

　　事業計画（案）に対し，この他追加訂正事項があ

れば事務局まで連絡することとした．

6　2002年度春季大会に関わる本部交付金の増額につ

　いて

　　2002年度春季大会開催実行委員会山内委員長より

交付金増額の依頼があり，今回はやむをえないもの

　として例年の本部交付金200万円を2002年春季大会

では250万円に増額して交付することを了承した．

7　「気象集誌」のオンラインジャーナル化について

　　科学技術振興事業団で企画している「」一STAGE」

　を利用してオンラインジャーナル化を図ることを了

承した．「」一STAGE」は利用者に対し無料での公開

が原則であり，当学会もそれに従うこととする．た

だし，「気象集誌」の定期購読者の減少を防ぐため「気

象集誌」刊行後3か月のタイムラグを設けてアップ

ロードするなどの対策を引き続き検討することとし

　た．

8．「天気」のオンラインジャーナル化について

　科学技術振興事業団で企画している「J－STAGE」

　は，論文誌を対象としており，「天気」は該当しない

　ため，独自にサーバーやサービス用ツールを準備し

　なければならない．「天気」の電子ジャーナル化につ

　いては承認するが，新たな経費が派生することであ

　り，具体的な方策を検討し次回の理事会で再度議論

　することにした．

9　学会運営の諸問題と次期役員選挙について

　　理事会として対処すべき問題①定期刊行物の電

　子化，②日韓中学術交流③情報公開，④総会開催

　時の会員1／2出席（紙面も含む）問題，⑤次期役員

　の選出，について今期中に対処案の具体化を検討す

　る．①に関しては，電子化の方向は承認されている

　ものの具体化に向けての諸問題について更に検討す

　る必要がある．②に関しては，事情の変化により1

　年間のブランクが生じているが，場合によってはこ

　ちらから働きかけるなどの行動を起こすことも考え

　られる．③に関しては，「電子情報」，「教育と普及」

　が共同して，最先端のデータを使えるような環境を

　整備する．⑤に関連しては，地方選出の全国理事が

　活動する場を更に広げるために，理事長（会）から

　支部長あるいは全国理事宛に呼びかけを行うことと

　する．11月末までに届くように手配する．今後気象

　学会員はどうあるべきか等々次回の常任理事会で改

　めてフリーディスカッションする機会を持つことに

　なった．

10　その他

第22回IGBP／GAIM研究会のお知らせ

　下記の日程で表記の研究会を開催します．

開催日時：2002年4月4日（木）

場所：新潟大学五十嵐キャンパス

　　　　　新潟市五十嵐二の町8050

　地球圏と生物圏の相互作用を中心としたデータ解

析，モデリングなどの学際的な研究の発表を募集いた

します．発表希望者は，2002年3月15日までに，発表

題目を添えて下記までお申し込み下さい．

発表申し込み先：〒790－8566松山市樽味3－5－7

　　　　　　　　　　愛媛大学　農学部　　末田達彦

　　　　　　　　　　　Te1．＆Fax．：089－946－9878

　　　　　　　E－mai1：sweda＠agr．ehime－u．acjp

　または

〒305－0052　つくば市長峰1－1

　　気象研究所　環境・応用気象研究部

　　　　　　　　　　　　　　馬淵和雄

　　Te1．：0298－53－8616，Fax．：0298－55－7240

　　E－mai1：kmabuchi＠mri－jma．gojp
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